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現状維持・供給単価（事業統合）

現状維持・給水原価（事業統合）

160億・供給単価（事業統合）

160億・給水原価（事業統合）

現状維持・供給単価（単独・加重平均）

現状維持・給水原価（単独・加重平均）

160億・供給単価（単独・加重平均）

160億・給水原価（単独・加重平均）

県域水道一体化の概要について

課題

■人口減少等による水需要減少に
伴う給水収益の減少

■施設老朽化に伴う更新需要の増大

■職員の削減・退職に伴う技術力
低下や職員不足

目指す姿

水道の理想像である｢持続｣｢強靱｣｢安全｣の確保により、今後も安全・安

心な水道水を将来に渡って持続的に供給する

県域水道一体化

施設共同化による投資最適化

運営体制の強化

施設共同化の内容 県域水道一体化の効果

■浄水場の集約

■送配水施設の最適化

段階的に市町村浄水場を廃止（統合時１８ → ７）

市町村域を越えた送配水施設・監視制御システムの最適化を実施

■効果額（投資抑制効果と国交付金活用）

■財政シミュレーションによる水道料金上昇抑制効果

施設共同化（R7～R30） 交付金の活用（R7～R16）

１．市町村浄水場の集約

投資削減額＝241億円
連絡管の整備費＝△50億円

２．送配水施設の最適化

投資削減額＝190億円
施設共同化事業費＝△91億円

１．広域化事業交付金

対象事業費594億円×１／３＝198億円
対象事業費内訳
・県水管路更新事業：256億円
・監視制御の集約等：64億円
・奈良市緑ヶ丘浄水場施設整備：164億円
・施設共同化：110億円

２．運営基盤強化等事業交付金

対象事業費594億円×１／３＝198億円

小計：290億円 小計：396億円

合計：686億円

（円/㎥）

施設共同化事業箇所図 施設共同化事業の具体例

237

160億
単独

110億
単独

160億
統合

110億
統合

事業統合により、全体最適化を図るこ
とで、投資ペースを160億円超に増やし
ても、現状維持の投資ペースで単独経
営を続けるより、料金の上昇を抑制す
ることが可能。

■具体的効果
・水道料金の上昇の抑制

・水道施設・管路の耐震化の促進

・施設共同化による建設改良費、維持管理費の

削減

・水質管理体制の強化

・専門職員を確保しながら、職員数を適正化

・統合形態は、事業統合

・企業団をＲ６年度までに設立

・Ｒ７年度までに事業開始

R2.11.26 第2回水道サミット時点

※財政シミュレーションは、今後の協議会において、引き続き精査していく。

R2.11.26 第2回水道サミット時点



県域水道一体化の概要について

■スケジュール（Ｒ３年度以降の予定）

R2
R3 ～ R6 R7～

11月 12月 1月 2月 3月

協
議
体
制

検
討
内
容

基
本
協
定
締
結

企
業
団
設
立

事
業
統
合

企
業
団
事
業
の
開
始

協議会（任意）

覚
書
締
結

協
議
会
・
準
備
室
の
設
立
準
備

検討会 協議会（法定）

企業団の運営方針の取りまとめ 企業団設立準備一体化の
効果算定

覚書
基本方針

検討

企業団の運営方針を、(仮称)奈良県広域水道
企業団基本計画としてとりまとめ

なお、業務やシステムの共同化など、前倒し
で実施できるものについては、随時実施して
いく

＜主要な検討事項＞
・組織・職員（運営協議会、職員身分等）
・業務運営（業務、システムの共同化等）
・財政運営（水道料金水準等）
・施設整備計画（資産調査、経年化施設の更新等）
・その他の課題（資産引継ぎ、セグメント等）

企業団設立手続き

・各種法手続き

・組織体制の構築 等

財政SIM
による

効果額算定

各種システム構築

・料金､会計､人事給与､

積算､台帳､監視制御等

■参考

水道サミット

平成２９年１０月 奈良県・市町村長サミットで「県域水道一体化の目指す姿と方向性」を提示

平成３０年４月
２８市町村及び県で部局長、課長レベルをメンバーとした「県域水道一体化検討会」を立ち上げ、
一体化の検討体制を構築

平成３１年３月 県域水道一体化の方針を示した「新県域水道ビジョン」を策定

令和２年８月・１１月 奈良県知事及び市町村長による「水道サミット」を開催


